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山梨県立青少年センター管理運営業務の内容及び基準 

山梨県立青少年センター（以下「青少年センター」という。）の運営基準は以下のとお

りです。 

 

１ 運営方針 

（１）青少年健全育成・勤労者福祉について 

青少年を取り巻く場としては、主に家庭、学校及び職場があります。青少年はそ

れぞれの場において保護・指導・訓練を受けながら研鑽に励んでいますが、現代の

ように変化の激しい社会においては、青少年が社会生活のために身に付けなければ

ならないことは極めて多く、また、その内容も不断に変化しており、家庭や学校、

そして職場内だけでこれらを習得することは非常に困難です。 

また、地域社会との接触が希薄になりがちな現代の青少年にとって、積極的に社

会への参加を促すような青少年健全育成事業の必要性が高まっています。 

他方、勤労者を取り巻く状況も非常に厳しいものがあり、勤労者の有する能力を

有効に発揮するため、研修や余暇活動の充実を図ることにより、勤労者への効果的

な福祉の増進に資するための業務を行う必要があります。 

これらの県民ニーズに応じた事業を実施します。 

（２）管理運営について 

施設の管理運営については、利用者アンケートを実施する中で、県民ニーズの把

握に努め、施設の効用を最大限に発揮しながら設置目的である青少年健全育成及び

勤労者の福祉の増進を図ります。 

また、ホームページの活用や学校・企業訪問などを実施し、施設や事業・プログ

ラムの広報活動を積極的に行います。 

 

２ 各事業の業務の基準 

（１）青少年センターの施設内容 

施  設 区  分 

青少年センター本館 

（旧リバース和戸館） 

会議室・研修室・多目的室・和室・小ホール 

テニスコート・体育室 

青少年センター別館 多目的ホール・音楽室 

運動場 

 

（２）管理業務 
① 管理業務に従事する人数の基準並びに管理業務に従事する者の配置基準 

ア 対面又は電話受付業務、会議室等利用管理業務については次のとおりとして

ください。 

本館（旧リバース和戸館）２名以上、別館 １名以上 

      ただし、別館配置職員を１名とする場合、別館配置職員の業務を補完できる 

     体制を整えること。 

イ 青少年センター館長として、常勤の青少年センターの管理運営業務に専従す

る者を必ず置いてください。 

ウ 青少年センターの管理運営業務に当たっては、関係法令等に基づき必要な官

公署の許可、認可等を受けるとともに、専門的な知識や能力、資格や免許を持
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った者を置いてください。（例：甲種防火管理者等） 

また、業務委託を行う場合は、再委託先が事業許可及び免許等を有している

ことを確認してください。 

エ 午前８時に施設の解錠をしてください。 

（３）運営業務 

① 利用の承認に関する業務基準 

山梨県立青少年センター設置及び管理条例（昭和４５年山梨県条例第３９号。

以下「条例」という。）第８条第１項に基づく利用の承認及び条例第９条に基づ

く承認の取り消しに関する業務を行い、青少年及び勤労者に創造的な活動、交

流、研修等の場の提供を実施します。 

施設等の利用の承認に当たっては、次の運営基準及び業務基準に基づき実施す

るものとします。 

また、令和９年３月３１日以前において、既に利用の申込みがあった貸館利用

については、原則として貸出を行うこととします。 

ア 業務の内容 

研修室、会議室、多目的ホール、体育施設等の利用に供する業務（予約の受

付、利用者との打ち合わせ、利用料金の収受など）研修室、会議室、多目的ホ

ール、体育施設等の管理（備品の管理、施設の維持管理、設備の定期点検な

ど） 

イ 運営基準 

・ 利用者サービスの向上に努めること 

・ 施設の効用を最大限発揮した運営に努めること 

・ 県民の平等な利用の確保を図ること 

・ 個人情報の保護及び適切な情報管理を行うこと 

・ 利用者の意見の反映に努めること 

・ 関係法令を遵守し、利用者の安全確保を図ること 

・ 施設等の適切な維持管理を行うこと 

・ 施設管理経費の縮減に努めること 

ウ 業務基準 

・ 休館日、利用時間 

条例第６条及び第７条の規定のとおり。 

・ 貸出施設に関する事項 

・ 貸出施設は、会議室等施設（会議室、研修室、和室、音楽室、多目的ホー

ル、多目的室、小ホール）、体育施設（体育室、運動場、テニスコート）と

します。 

・ 利用料金に関する事項 

・ 青少年センターの利用料金の設定及び収受等に関する業務 

ただし、条例第１０条第２項に基づき利用料金の額は、同条例別表第１

項、第２項及び第３項に定める額を超えない範囲内において、知事の承認を

受けて定めることになります。 

変更する場合も同様です。 

・ 利用許可に関する事項 

指定管理者は、青少年センター利用の許可、取消等を行うことができます。 

② 業務の一部再委託に関する業務 

③ 青少年センターで主催する事業の実費の設定及び収受等に関する業務 



 

3 
 

④ 年間施設利用計画の策定 

⑤ 施設利用の申し込み手続き､利用諸手続きの説明 

⑥ 予約申し込み受付､受け入れ業務 

⑦ 利用プログラムの作成 

⑧ 行政財産使用許可に伴う事前協議及び管理運営 

次の施設については、山梨県青少年団体連絡協議会に使用許可を与えることと

しているので、事前協議を通して適切な管理運営を行うとともに、当該団体が負

担すべき電気料を徴収してください。 

団体事務室（別館）及び団体交流室（別館） 

⑨ 自動販売機の有償サービスの運営 

施設の目的を達成し、利用者のサービスの向上を図るため、自動販売機を設置

します。サービスについては、指定管理者自らが行うことや委託も可能だが、サ

ービス内容とサービスを提供するために必要な場所については、事前に県と協議

し、承認を得ることとします。 

設置・管理等に要する費用は指定管理者が負担することとします。 

なお、指定管理者が行う事業として基本協定書で締結する場合、行政財産目的

外使用許可は必要ありません。 

・ 自動販売機 

飲料等の自動販売機を設置する（基準５台） 

⑩ 環境への配慮 

指定管理者は、施設の維持管理・運営にあたっては、県の「やまなしエネルギ

ー環境マネジメントシステム」に準じて省エネルギーの推進及び温室効果ガスの

排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進等の環境保全

についても十分配慮してください。 

ア 県の環境管理システムで定める共通実施計画の取組について、可能な限り実

施すること。 

イ エネルギー使用量の把握及び使用状況の分析を行い、必要な場合は改善策等

を講じること。 

ウ 環境に配慮した製品の購入に努め、廃棄の際は資源の有効活用や適正処理を

図ること。 

エ アの実施状況及びイの使用状況等については、県に報告すること。 

   ⑪ 広報・営業に関する業務 

    ア 指定管理者は、青少年センターの利用促進を図るため、施設の内容、利用方         

     法及び事業・イベント等の内容を広報、周知するのに必要な媒体の作成、配布 

     等を行うこと。 

    イ 指定管理者は、青少年センターの利用率を高めるため、施設の利用が見込ま

れる団体等への営業活動を積極的に行い、新規利用者の開拓、施設のＰＲ及び

利用促進に努めること。 

（４）青少年健全育成等に関する業務基準（提案事業・自主事業・広報活動等） 

青少年センターでは、事業として次の業務を実施することとします。 

① 青少年の健全な育成のための催し及び講座の実施に関する業務 

青少年の健全な育成のために、青少年に自主的かつ創造的な活動、交流、親子

のふれあい、仲間づくりの機会を与える体験事業や、その他青少年健全育成の達

成に必要と認められる事業を企画、実施します。 

なお、事業の実施に当たっては、隣接するやまなしパラスポーツセンター及び
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スタートアップ支援センターとの連携に努めること。 

② 青少年を指導する者の養成のための講座の実施に関する業務 

地域や職場等において青少年を適切に指導・支援できる人材の育成を目的とし

て、青少年との関わり方や集団活動の進め方、安全配慮を含む指導上の留意点等

に関する知識および実践力を習得するための講座等を実施します。 

③ 施設及び提案事業の広報について 

広報誌、メディアを利用し青少年センターの情報を提供します。また、ホーム

ページを充実させ、施設の規模・機能、主催している事業の内容、関連施設の紹

介などをタイムリーに掲載し、県民の利用意欲を促進することとします。 

（５）施設の維持管理業務基準 

別添「施設管理業務一覧」の管理基準により、施設・設備の日常点検、保守管

理、清掃作業、修繕、植栽管理等を行い、施設の効果的、効率的で適切な維持管

理に努めることとします。 

なお、実施に際しては、関係法令等に基づき、必要な官公署の免許、許可、認

可等を受けるものとします。（業務委託による場合は、再委託先が必ず免許等を

有していること。） 

① 日常点検業務 

施設・設備等について、目視等による巡回点検を行い、常に安全かつ良好な状

態を保持し、異常を発見した場合は、速やかに適切な処置を行うこと。 

② 保守管理業務 

施設・設備等の適正な機能維持、安全で快適な利用環境を確保するため、保守

管理を徹底すること。 

③ 植栽等管理業務 

青少年センター全体の美化を図り、潤いある空間を確保するため、施設敷地内

における樹木の剪定や草刈りなど、適正な緑化管理を行うこと。 

④ 清掃業務 

施設の環境を清潔で快適に維持し、利用者が安全に気持ちよく利用できるよ

う、清掃や消毒作業を行うこと。 

⑤ 修繕業務 

施設・設備が破損・老朽化などにより、安全又は管理運営上、支障が生じた場

合には、直ちに修繕を行うこと。 

⑥ 備品及び備品相当品管理業務 

備品及び備品相当品の管理に当たっては、常に良好な状態で使用できるよう、

日常の点検・補修を行うこと。また、使用前後の個数確認と年１回の総点検を行

うこと。 

⑦ 駐車場管理業務 

構内の車両が円滑に運行及び駐車ができるよう、駐車場の管理業務を適切に行

うこと。また、多くの利用者が見込まれる場合には、駐車整理のための要員を配

置するなど、必要な措置を講じること。 

⑧ 保安警備業務 

施設内の秩序を維持し、事故・盗難、破壊等の犯罪などの発生を警戒、防止

し、財産の保全を図るとともに、利用者が安心して利用できる環境の確保に努め

ること。 

⑨ 防火・防災業務 

火災や大地震など緊急時を想定した危機管理体制の構築・行動マニュアルの作
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成、避難訓練・職員研修等を充実させるなど、防火及び防災に万全を期し、利用

者が安心して利用できる環境の確保に努めること。 

⑩ 車両の管理業務 

青少年センターの業務に必要な車両を公用車として次のとおり貸し付けるの

で、当該車両の適切な管理に努めること。 

ア 車検の実施 

イ 自賠責保険、任意保険への加入 

ウ 自動車税の納入 

公用車として貸付ける車両 

小型貨物自動車 トヨタクラウンバン（２，０００ＣＣ）  

（６）その他の業務基準 

① 利用者の満足度調査の実施及び業務改善等 

指定管理者は、利用者等を対象に四半期ごとアンケート調査等を行い、意見や

要望、満足度等について把握し、業務改善等管理運営に反映させるよう努めてく

ださい。 

アンケート内容については、県と協議を行うこととします。また、利用者等の

アンケート結果及びその対策を定期報告書に取りまとめ２月以内に県に提出して

ください。 

② キャッシュレス決済の導入 

  指定管理者は、キャッシュレス決済を導入することとし、受付において、コー 

ド決済に対応すること。 

 なお、新たに端末を導入する場合は、令和９年４月末までに導入すること。 

③ 業務計画・事業報告等に関する事項 

ア 業務計画書の作成及び提出 

指定管理者は、毎年度２月末までに、次に掲げる事項を記載した次年度の管

理運営に関する詳細な業務計画書を作成し、県に提出してください。 

・ 次年度の運営目標 

・ 実施事業（自主事業含む）の概要及び実施時期 

・ 管理業務に係る体制 

・ 管理業務及び自主事業に係る収支予算  

・  その他必要な事項  

イ 事業報告書の作成及び提出 

指定管理者は、毎年度終了後２月以内に、次に掲げる事項を記載した事業報

告書を作成し、県に提出してください。 

また、年度の途中において指定管理者の指定を取り消された場合にあたって

は、その取り消された日から２月以内に当該年度の当該日までの事業報告書を

提出してください。 

・ 管理業務の実施状況 

・ 利用状況 

・ 利用料金の収入の実績 

・ 管理業務に係る収支決算 

・ 自主事業の実施状況及び収支決算 

・  その他の必要な事項  

ウ 定期報告書の作成及び提出（事業進捗状況報告） 
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指定管理者は、管理業務の実施状況、利用者数、利用料金収入状況等につい

て、月ごとにまとめ、翌月１０日までに県に報告してください。 

なお、管理運営に当たっては、１日の業務内容（点検、修繕、清掃、その他

の維持管理業務、窓口運営業務等）や県民対応など特記事項を記載した日報等

を作成し、適正な業務、事業管理を行ってください。 

エ その他随時報告等 

指定管理者は、県から管理業務及び経理の状況等について報告を求められた

場合、報告書を作成して指定期日までに提出してください。 

④ モニタリングの実施 

指定管理者は別途定める「指定管理業務のモニタリング実施要領」等に基づき

県が実施するモニタリングに協力してください。 

なお、モニタリングの結果、指定管理者の業務内容に改善が必要と認められる

場合は、県は立ち入り調査等を行い、協議の結果、指定管理者に是正勧告を行な

う。是正勧告を行い改善が見られない場合は、指定を取り消すことがあります。 

⑤ 県の求めるサービス水準 

  県は、以下の項目について、期待される施策効果が十分に生じているかモニタ 

リングを通じて評価・検証を行う。 

１．年間利用者数（年間延べ利用者数 111,000人） 

２．年間稼働率（利用日数／利用可能日数 46.7％ 

３．運営経費（事業計画に対する年間収入／支出 100％） 

  ４．施設利用者満足度 

（アンケートにおける、満足・どちらかといえば満足の割合 80％） 

     ５．事業参加者満足度 

 （アンケートにおける、満足・どちらかといえば満足の割合 80％） 

     ６．各種事業参加者数（年間延べ利用者数 2,411人） 

      

 

３ その他管理運営に当たって留意すること 

（１）障害者対応について 

障害者に配慮したきめ細かな運営に努め、誰もが利用しやすい環境づくり（バリ

アフリー等）を進めてください。 

（２）青少年育成団体・ボランティア等との連携について 

青少年育成団体の活動拠点として利用されるよう配慮してください。 

また、管理運営に当たってはボランティアの活用を促進してください。 

（３）安全管理マニュアルの整備について 

事故を未然に防ぐための施設の日常点検方法等を定めた安全管理マニュアルを策

定し、適切に運用してください。 

（４）事故対応マニュアルの整備について 

施設内で事故が発生した場合を想定した事故対応マニュアルを策定し、訓練等を

実施してください。 

 （５）自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の管理 

① 職員等関係者の講習会の受講や日頃の点検管理により、非常時に使用出来るよ

う備えてください。 

②管理の詳細については、別添「自動体外式除細動器の管理仕様書」に基づいてく

ださい。 
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（６）緊急地震速報の情報提供 

地震発生時に来館者及び職員の安全を確保するため、緊急地震速報の情報提供に

関する委託契約を行ってください。 

（７）国民保護措置への対応について 

国民保護法及び山梨県国民保護計画に基づき、武力攻撃事態等及び緊急対処事態

の際には、利用者の安全確保、その他国民の保護のために必要な措置を講じてくだ

さい。 

 （８）暴力団の排除措置  

    施設の管理運営から、暴力団等を排除するため、次の措置を行ってください。 

   ・契約を行おうとする相手方が暴力団関係者であるか否かが疑わしいときには、契

約書及び役員名簿を徴し、施設所管課を通じて警察に照会してください。 

   ・警察からの情報提供で契約の相手方が暴力団関係者であることが判明した場合に

契約解除等が行えるよう、条約条項の見直しを行ってください。 

（９）施設及び設備の点検業務について 

指定管理者は、別添「建築物点検マニュアル」に基づき、施設及び設備につい

て、建築基準法の点検、他法令の点検、長寿命化点検及び日常点検を実施し、損

傷、腐食、その他の劣化状況を点検してください。 

点検結果については、「建築物点検票」により、別途指定する期日までに県へ報

告してください。ただし、施設及び設備の損傷等、劣化が著しく至急対応が必要

な場合は、速やかに報告すること。 

     

① 対象施設 

  県有施設については、建築基準法第６条１項１号に掲げる特殊建築物で、その 

用途に供する部分の床面積の合計が１００㎡を超えるもの） 

・ 特定建築物・・・本館（旧リバース和戸館） 

・ 昇降機・・・エレベーター （本館（旧リバース和戸館）） 

・ 昇降機以外の建築設備・・ 給排水設備（本館（旧リバース和戸館）、別

館）、換気設備（本館（旧リバース和戸館）、

別館）、非常用の照明装置（本館（旧リバース

和戸館）、別館） 

・ 防火設備・・・煙感知器・熱感知器、ヒューズ装置、防火・防炎シャッター 

         耐火クロス・防煙スクリーン、防火扉、連動制御器（受信 

機） 

② 点検時期 

・ 特定建築物（３年ごとに点検実施） 

令和６年度に点検を行ったため、令和９年度及び令和１２年度が点検実施年

度となります。なお、９月３０日が実施基準日となっているため、当該年度の

９月３０日までに点検を行ってください。 

・ 昇降機、建築設備、防火設備（毎年点検実施） 

（１０）行政財産使用許可について 

① 団体事務室（別館）及び団体交流室（別館）の取り扱い 

山梨県が山梨県青少年団体連絡協議会に行政財産使用許可で占有を認めている

ので留意してください。 

② 事務室（本館（旧リバース和戸館）の一部（２．０㎡）の取り扱い 

山梨県が山梨県青少年育成カウンセラー会に行政財産使用許可で占有を認めて
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いるので留意してください。 

（１１）施設予約システムの活用について 

「やまなしくらしねっと」（https://s-kantan.com/toppage-yamanashi-

t/top/municipalitySelection_initDisplay.action）施設予約システムを活用

してください。（他の方法で、利用者が利用しやすいオンライン予約システム

がある場合は、この限りではありません。）  
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自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の管理仕様書 

 

１ 設置場所 

指定管理者は、玄関付近など人目のつきやすい場所に県から貸与を受けた自動体外式

除細動器（ＡＥＤ）を壁掛け収納ボックスに設置し、救命の用に供すること。 

 

２ 保守点検 

指定管理者は、目視によりＡＥＤの日常点検を行うものとし、機器の異常を発見した

場合は、早急に対応すること。 

 

３ 消耗品等の交換 

指定管理者は、定期的にＡＥＤの部品等（本体バッテリー・電極パッド・収納ボック

スの乾電池）の補充・交換を行うこと。 

項  目 交換・補充等の時期 

バッテリー交換 

寿命５～６年 

使用頻度に応じて交換 

 

電極パッド交換 

２年ごとに交換 

使用の都度交換 

 

乾電池交換 必要の都度 

 

 

４ 使用報告 

指定管理者は、ＡＥＤを用いて救命活動が行われた際には、その都度、県に報告する

こと。 

 


